
総社市障がい者（児）見守りＧＰＳ購入費等助成事業実施要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，障がい者（児）の事故を未然に防止するとともに，安全を確保するため，ＧＰＳ

機器の購入費等を助成することにより，障がい者（児）及びその家族の経済的並びに精神的負担の軽

減を図り，安心して生活ができる環境を整備することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(１) 障がい者（児） 身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳又は児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第２１条の５の７第９項に規定する通所受給者証，障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「総合支援法」とい

う。）第２２条第８項に規定する障害福祉サービス受給者証若しくは総合支援法第５４条第３項に

規定する自立支援医療受給者証（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施

行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第３６条第３号に規定する精神通院医療の支給認定に

限る。）の交付を受けている者をいう。 

(２) ＧＰＳ機器 主たる機能が，ＧＰＳ（全地球測位システム）により遠隔地から所在位置を探索す

るための情報を発信するものである，携帯型の端末（携帯電話を除く。）をいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成対象者は，市内に住所を有する在宅の障がい者（児）その他市長が障がいがあると認めた

者とする。 

（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は，ＧＰＳ機器の購入又は貸借に係る次に掲げる費用とする。 

(１) ＧＰＳ機器本体及び付属機器の購入代金 

(２) 前号の機器の購入時に併せて購入する附帯機器の購入代金 

(３) 前２号に規定する機器を貸借する場合における，契約に必要となる加入手数料及び登録手数料 

（助成金の額等） 

第５条 助成金の額は，前条に規定する助成対象経費の全額とし，３万円を上限とする。 

２ 助成金の支給は，助成対象者１人につき１回限りとする。 

（申請等） 

第６条 助成を受けようとする助成対象者（以下「申請者」という。）は，ＧＰＳ機器を購入又は貸借す

る前に，総社市障がい者（児）見守りＧＰＳ購入費等助成申請書に見積書その他必要な書類を添えて，

市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，助成対象者が１８歳未満又は意思判断能力が不十分である場合における

申請者は，法定代理人（親権者，未成年後見人，成年後見人，代理権付与の審判がなされた保佐人及

び代理権付与の審判がなされた補助人をいう。）とする。 

（助成決定等） 

第７条 市長は，前条の申請があったときは，その内容を審査の上，助成の適否を決定し，当該申請者

に対し，総社市障がい者（児）見守りＧＰＳ購入費等助成決定（却下）通知書により通知するものと

する。 

（請求及び支給） 

第８条 前条の規定により助成の決定を受けた者は，ＧＰＳ機器の導入後速やかに，総社市障がい者（児）

見守りＧＰＳ購入費等助成金請求書に領収書又は契約書等の請求額を証する書類の写しを添えて，市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の請求書を受理したときは，内容を審査の上，助成金を支給するものとする。 

（助成金の返還） 

第９条 市長は，偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた者があるときは，支給した助成金

の全部又は一部を返還させることができる。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項及び様式は，市長が別に定める。 

   附 則 

この告示は，令和５年１０月１日から施行する。 


